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○新型インフルエンザ等対策特別措置法 

（平成二十四年五月十一日） 

（法律第三十一号） 

第百八十回通常国会 

野田内閣 

改正 平成二五年 三月三〇日法律第  八号 

同 二五年 六月一四日同 第 四四号 

同 二五年 六月二一日同 第 五四号 

同 二五年一一月二七日同 第 八四号 

同 二五年一二月一三日同 第一〇三号 

同 二六年 六月一三日同 第 六七号 

同 二六年 六月一八日同 第 七二号 

同 二七年 六月二四日同 第 四七号 

同 三〇年 六月二七日同 第 六七号 

令和 二年 三月一三日同 第  四号 

同  二年 六月一二日同 第 四九号 

同  二年一二月 九日同 第 七五号 

新型インフルエンザ等対策特別措置法をここに公布する。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法 

目次 

第一章 総則(第一条―第五条) 

第二章 新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画等(第六条―第十三条) 

第三章 新型インフルエンザ等の発生時における措置(第十四条―第三十一条) 

第四章 新型インフルエンザ等緊急事態措置 

第一節 通則(第三十二条―第四十四条) 

第二節 まん延の防止に関する措置(第四十五条・第四十六条) 

第三節 医療等の提供体制の確保に関する措置(第四十七条―第四十九条) 

第四節 国民生活及び国民経済の安定に関する措置(第五十条―第六十一条) 

第五章 財政上の措置等(第六十二条―第七十条) 

第六章 雑則(第七十一条―第七十五条) 

第七章 罰則(第七十六条―第七十八条) 
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附則 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、国民の大部分が現在その免疫を獲得していないこと等から、新型イン

フルエンザ等が全国的かつ急速にまん延し、かつ、これにかかった場合の病状の程度が重

篤となるおそれがあり、また、国民生活及び国民経済に重大な影響を及ぼすおそれがある

ことに鑑み、新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画、新型インフルエンザ等の発

生時における措置、新型インフルエンザ等緊急事態措置その他新型インフルエンザ等に関

する事項について特別の措置を定めることにより、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律(平成十年法律第百十四号。以下「感染症法」という。)その他新型イ

ンフルエンザ等の発生の予防及びまん延の防止に関する法律と相まって、新型インフルエ

ンザ等に対する対策の強化を図り、もって新型インフルエンザ等の発生時において国民の

生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにす

ることを目的とする。 

(定義) 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

一 新型インフルエンザ等 感染症法第六条第七項に規定する新型インフルエンザ等感

染症及び同条第九項に規定する新感染症(全国的かつ急速なまん延のおそれのあるもの

に限る。)をいう。 

二 新型インフルエンザ等対策 第十五条第一項の規定により同項に規定する政府対策

本部が設置された時から第二十一条第一項の規定により当該政府対策本部が廃止され

るまでの間において、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及

ぼす影響が最小となるようにするため、国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定

地方公共機関がこの法律及び感染症法その他の法律の規定により実施する措置をいう。 

三 新型インフルエンザ等緊急事態措置 第三十二条第一項の規定により同項に規定す

る新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた時から同条第五項の規定により同項に

規定する新型インフルエンザ等緊急事態解除宣言がされるまでの間において、国民の生

命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにす

るため、国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関がこの法律の規定

により実施する措置をいう。 
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四 指定行政機関 次に掲げる機関で政令で定めるものをいう。 

イ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法(平成十一年法律第八十九号)第四十九条第一項

及び第二項に規定する機関並びに国家行政組織法(昭和二十三年法律第百二十号)第

三条第二項に規定する機関 

ロ 内閣府設置法第三十七条及び第五十四条並びに宮内庁法(昭和二十二年法律第七十

号)第十六条第一項並びに国家行政組織法第八条に規定する機関 

ハ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法第十六条第二項並びに国

家行政組織法第八条の二に規定する機関 

ニ 内閣府設置法第四十条及び第五十六条並びに国家行政組織法第八条の三に規定す

る機関 

【政令】 

(指定行政機関) 

第一条 新型インフルエンザ等対策特別措置法(以下「法」という。)第二条第四号の政令で

定める機関は、次のとおりとする。 

一 内閣府 

二 国家公安委員会 

三 警察庁 

四 金融庁 

五 消費者庁 

六 総務省 

七 消防庁 

八 法務省 

九 出入国在留管理庁 

十 外務省 

十一 財務省 

十二 国税庁 

十三 文部科学省 

十四 厚生労働省 

十五 検疫所 

十六 国立感染症研究所 

十七 農林水産省 
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十八 動物検疫所 

十九 林野庁 

二十 水産庁 

二十一 経済産業省 

二十二 資源エネルギー庁 

二十三 中小企業庁 

二十四 国土交通省 

二十五 観光庁 

二十六 気象庁 

二十七 海上保安庁 

二十八 環境省 

二十九 原子力規制委員会 

三十 防衛省 

三十一 防衛装備庁 

 

五 指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局(内閣府設置法第四十三条及び第五

十七条(宮内庁法第十八条第一項において準用する場合を含む。)並びに宮内庁法第十七

条第一項並びに国家行政組織法第九条の地方支分部局をいう。)その他の国の地方行政

機関で政令で定めるものをいう。 

【政令】 

(指定地方行政機関) 

第二条 法第二条第五号の政令で定める国の地方行政機関は、次のとおりとする。 

一 沖縄総合事務局 

二 管区警察局 

三 東京都警察情報通信部 

四 北海道警察情報通信部 

五 総合通信局 

六 沖縄総合通信事務所 

七 地方出入国在留管理局 

八 財務局 

九 福岡財務支局 
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十 税関 

十一 沖縄地区税関 

十二 国税局 

十三 沖縄国税事務所 

十四 地方厚生局 

十五 都道府県労働局 

十六 地方農政局 

十七 北海道農政事務所 

十八 経済産業局 

十九 産業保安監督部 

二十 那覇産業保安監督事務所 

二十一 地方整備局 

二十二 北海道開発局 

二十三 地方運輸局 

二十四 地方航空局 

二十五 航空交通管制部 

二十六 管区気象台 

二十七 沖縄気象台 

二十八 管区海上保安本部 

二十九 地方環境事務所 

三十 地方防衛局 

 

六 指定公共機関 独立行政法人(独立行政法人通則法(平成十一年法律第百三号)第二条

第一項に規定する独立行政法人をいう。)、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会そ

の他の公共的機関及び医療、医薬品(医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律(昭和三十五年法律第百四十五号)第二条第一項に規定する医薬品

をいう。以下同じ。)、医療機器(同条第四項に規定する医療機器をいう。以下同じ。)

又は再生医療等製品(同条第九項に規定する再生医療等製品をいう。以下同じ。)の製造

又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、政令で

定めるものをいう。 

【政令】 
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(指定公共機関) 

第三条 法第二条第六号の政令で定める公共的機関及び公益的事業を営む法人は、次のとお

りとする。 

一 独立行政法人労働者健康安全機構 

二 独立行政法人国立病院機構 

三 独立行政法人地域医療機能推進機構 

四 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 

五 日本銀行 

六 日本赤十字社 

七 日本放送協会 

八 広域的運営推進機関 

九 成田国際空港株式会社 

十 中部国際空港株式会社 

十一 新関西国際空港株式会社 

十二 北海道旅客鉄道株式会社 

十三 四国旅客鉄道株式会社 

十四 日本貨物鉄道株式会社 

十五 東京地下鉄株式会社 

十六 日本郵便株式会社 

十七 日本電信電話株式会社 

十八 東日本電信電話株式会社 

十九 西日本電信電話株式会社 

二十 次に掲げる法人のうち内閣総理大臣が指定して公示するもの 

イ 医師、歯科医師又は病院の組織する法人であって、その行う事業が全国的な規模の

医療の需要に応ずるものと認められるもの 

ロ 薬剤師の組織する法人であって、その行う事業が全国的な規模の医薬品の需要に応

ずるものと認められるもの 

ハ 看護師の組織する法人であって、その行う事業が全国的な規模の看護の需要に応ず

るものと認められるもの 

ニ 法第四十七条に規定する医薬品等製造販売業者であって、その行う医薬品、医療機

器又は再生医療等製品の製造販売(医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の
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確保等に関する法律(昭和三十五年法律第百四十五号。以下「医薬品医療機器等法」

という。)第二条第十三項に規定する製造販売をいう。ホにおいて同じ。)の事業が全

国的な規模の新型インフルエンザ等に係る医薬品、医療機器又は再生医療等製品の需

要に応ずるものと認められるもの 

ホ 医薬品医療機器等法第十二条第一項の医薬品の製造販売業の許可を受けた者の組

織する法人であって、新型インフルエンザ等感染症(感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律(平成十年法律第百十四号。第六条において「感染症法」

という。)第六条第七項に規定する新型インフルエンザ等感染症をいう。第六条第二

項第一号において同じ。)に係るワクチンの製造販売について医薬品医療機器等法第

十四条の三第一項の規定により医薬品医療機器等法第十四条の承認を受けたもの(当

該承認を受けようとする者を含む。)を構成員とするもの 

ヘ 法第四十七条に規定する医薬品等販売業者の組織する法人であって、その行う事業

が全国的な規模の新型インフルエンザ等に係る医薬品、医薬品医療機器等法第三十九

条第一項に規定する高度管理医療機器等又は再生医療等製品の配送の需要に応ずる

ものと認められるもの 

ト 電気事業法(昭和三十九年法律第百七十号)第二条第一項第三号に規定する小売電

気事業者(同法第二条の十三第一項に規定する小売供給契約に係る件数、内容その他

の事情からみて、その営む同法第二条第一項第二号に規定する小売電気事業が円滑に

実施されないことが公共の利益を著しく阻害すると認められるものに限る。)、同法

第二条第一項第九号に規定する一般送配電事業者、同項第十一号に規定する送電事業

者及び同項第十五号に規定する発電事業者(その事業の用に供する発電用の電気工作

物(同項第十八号に規定する電気工作物をいう。)に係る出力の合計、発電の方法その

他の事情からみて、その営む同項第十四号に規定する発電事業が円滑に実施されない

ことが公共の利益を著しく阻害すると認められるものに限る。) 

チ ガス事業法(昭和二十九年法律第五十一号)第二条第三項に規定するガス小売事業

者(同法第十四条第一項に規定する小売供給契約に係る件数、内容その他の事情から

みて、その営む同法第二条第二項に規定するガス小売事業(以下チにおいて単に「ガ

ス小売事業」という。)が円滑に実施されないことが公共の利益を著しく阻害すると

認められるものに限る。)、同条第六項に規定する一般ガス導管事業者(供給区域内に

おけるガスメーターの取付数その他の事情からみて、その営む同条第五項に規定する

一般ガス導管事業によるガスの供給が円滑に実施されないことが公共の利益を著し
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く阻害すると認められるもの(供給区域が一の都道府県の区域内にとどまるものを除

く。)に限る。)及び同条第十項に規定するガス製造事業者(ガス小売事業の用に供する

ためのガスの製造量その他の事情からみて、その営む同条第九項に規定するガス製造

事業が円滑に実施されないことが公共の利益を著しく阻害すると認められるものに

限る。) 

リ 海上運送法(昭和二十四年法律第百八十七号)第三条第一項の許可を受けた同法第

八条第一項に規定する一般旅客定期航路事業者 

ヌ 海上運送法第十九条の五第一項又は第二十条第一項の規定による届出をした者で

あって、その営む同法第二条第四項に規定する貨物定期航路事業又は同条第六項に規

定する不定期航路事業(人の運送をするものを除く。)が主として本邦の港と本邦以外

の地域の港との間における貨物の輸送需要に応ずるものと認められるもの 

ル 航空法(昭和二十七年法律第二百三十一号)第百二条第一項に規定する本邦航空運

送事業者であって、その経営する同法第二条第十九項に規定する国際航空運送事業

(本邦内の地点と本邦外の地点との間において行う同条第十八項に規定する航空運送

事業に限る。)がその運航する航空機の型式その他の事項からみて主として長距離の

大量輸送の需要に応ずるものと認められるもの 

ヲ 鉄道事業法(昭和六十一年法律第九十二号)第十三条第一項に規定する第一種鉄道

事業者であって、その経営する同法第二条第二項に規定する第一種鉄道事業による円

滑な輸送が確保されないことが一の都道府県の区域を越えて利用者の利便に影響を

及ぼすものと認められるもの 

ワ 内航海運業法(昭和二十七年法律第百五十一号)第七条第一項に規定する内航海運

業者であって、同法第八条第一項に規定する船舶により同法第二条第二項に規定する

内航運送をする事業を営むもの 

カ 貨物自動車運送事業法(平成元年法律第八十三号)第七条第一項に規定する一般貨

物自動車運送事業者であって、その経営する同法第二条第二項に規定する一般貨物自

動車運送事業がその営業所その他の事業場の数及び配置、事業用自動車の種別及び数

その他の事項からみて全国的な規模の貨物の輸送需要に応ずるものと認められるも

の 

ヨ 電気通信事業法(昭和五十九年法律第八十六号)第九条の登録を受けた同法第二条

第五号に規定する電気通信事業者(業務区域が一の都道府県の区域内にとどまるもの

を除く。) 
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七 指定地方公共機関 都道府県の区域において医療、医薬品、医療機器又は再生医療等

製品の製造又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人、

地方道路公社(地方道路公社法(昭和四十五年法律第八十二号)第一条の地方道路公社を

いう。)その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人(地方独立行政法人法

(平成十五年法律第百十八号)第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。)のうち、

前号の政令で定めるもの以外のもので、あらかじめ当該法人の意見を聴いて当該都道府

県の知事が指定するものをいう。 

(平二五法八四・一部改正) 

(国、地方公共団体等の責務) 

第三条 国は、新型インフルエンザ等から国民の生命及び健康を保護し、並びに新型インフ

ルエンザ等が国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにするため、新型イン

フルエンザ等が発生したときは、自ら新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施し、

並びに地方公共団体及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策を的確かつ

迅速に支援することにより、国全体として万全の態勢を整備する責務を有する。 

2 国は、新型インフルエンザ等及びこれに係るワクチンその他の医薬品の調査及び研究を

推進するよう努めるものとする。 

3 国は、世界保健機関その他の国際機関及びアジア諸国その他の諸外国との国際的な連携

を確保するとともに、新型インフルエンザ等に関する調査及び研究に係る国際協力を推進

するよう努めるものとする。 

4 地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、第十八条第一項に規定する

基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速

に実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実施する新型インフルエンザ

等対策を総合的に推進する責務を有する。 

5 指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等が発生したときは、この

法律で定めるところにより、その業務について、新型インフルエンザ等対策を実施する責

務を有する。 

6 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等

対策を実施するに当たっては、相互に連携協力し、その的確かつ迅速な実施に万全を期さ

なければならない。 

(事業者及び国民の責務) 
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第四条 事業者及び国民は、新型インフルエンザ等の予防に努めるとともに、新型インフル

エンザ等対策に協力するよう努めなければならない。 

2 事業者は、新型インフルエンザ等のまん延により生ずる影響を考慮し、その事業の実施

に関し、適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 

3 第二十八条第一項第一号に規定する登録事業者は、新型インフルエンザ等が発生したと

きにおいても、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を継続的に

実施するよう努めなければならない。 

(基本的人権の尊重) 

第五条 国民の自由と権利が尊重されるべきことに鑑み、新型インフルエンザ等対策を実施

する場合において、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、その制限は当

該新型インフルエンザ等対策を実施するため必要最小限のものでなければならない。 

第二章 新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画等 

(政府行動計画の作成及び公表等) 

第六条 政府は、新型インフルエンザ等の発生に備えて、新型インフルエンザ等対策の実施

に関する計画(以下「政府行動計画」という。)を定めるものとする。 

2 政府行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針 

二 国が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等及び感染症法第六条第七項に規定する新型インフルエンザ

等感染症に変異するおそれが高い動物のインフルエンザの外国及び国内における発

生の状況、動向及び原因の情報収集 

ロ 新型インフルエンザ等に関する情報の地方公共団体、指定公共機関、事業者及び国

民への適切な方法による提供 

ハ 新型インフルエンザ等が国内において初めて発生した場合における第十六条第八

項に規定する政府現地対策本部による新型インフルエンザ等対策の総合的な推進 

ニ 検疫、第二十八条第三項に規定する特定接種の実施その他の新型インフルエンザ等

のまん延の防止に関する措置 

ホ 医療の提供体制の確保のための総合調整 

ヘ 生活関連物資の価格の安定のための措置その他の国民生活及び国民経済の安定に

関する措置 

三 第二十八条第一項第一号の規定による厚生労働大臣の登録の基準に関する事項 



11/55 

四 都道府県及び指定公共機関がそれぞれ次条第一項に規定する都道府県行動計画及び

第九条第一項に規定する業務計画を作成する際の基準となるべき事項 

五 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

六 新型インフルエンザ等対策の実施に当たっての地方公共団体相互の広域的な連携協

力その他の関係機関相互の連携協力の確保に関する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な事項 

3 政府行動計画は、新型インフルエンザ等が発生する前の段階、新型インフルエンザ等が

外国において発生した段階及び新型インフルエンザ等が国内において発生した段階に区

分して定めるものとする。 

4 内閣総理大臣は、政府行動計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

5 内閣総理大臣は、前項の規定により政府行動計画の案を作成しようとするときは、あら

かじめ、感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなけれ

ばならない。 

6 内閣総理大臣は、第四項の閣議の決定があったときは、遅滞なく、政府行動計画を国会

に報告するとともに、その旨を公示しなければならない。 

7 政府は、政府行動計画を定めるため必要があると認めるときは、地方公共団体の長その

他の執行機関(以下「地方公共団体の長等」という。)、指定公共機関その他の関係者に対

し、資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めることができる。 

8 第三項から前項までの規定は、政府行動計画の変更について準用する。 

(都道府県行動計画) 

第七条 都道府県知事は、政府行動計画に基づき、当該都道府県の区域に係る新型インフル

エンザ等対策の実施に関する計画(以下「都道府県行動計画」という。)を作成するものと

する。 

2 都道府県行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項 

二 都道府県が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等の都道府県内における発生の状況、動向及び原因の情報収集

並びに調査 

ロ 新型インフルエンザ等に関する情報の市町村、指定地方公共機関、医療機関、事業

者及び住民への適切な方法による提供 

ハ 感染を防止するための協力の要請その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止
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に関する措置 

ニ 医療従事者の確保その他の医療の提供体制の確保に関する措置 

ホ 物資の売渡しの要請その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置 

三 市町村及び指定地方公共機関がそれぞれ次条第一項に規定する市町村行動計画及び

第九条第一項に規定する業務計画を作成する際の基準となるべき事項 

四 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

五 新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との

連携に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策に

関し都道府県知事が必要と認める事項 

3 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成する場合において、他の地方公共団体と関係

がある事項を定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴かなければならない。 

4 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成したときは、内閣総理大臣に報告しなければ

ならない。 

5 内閣総理大臣は、前項の規定により報告を受けた都道府県行動計画について、必要があ

ると認めるときは、当該都道府県知事に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

6 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報告し、

並びに当該都道府県の区域内の市町村の長及び関係指定地方公共機関に通知するととも

に、公表しなければならない。 

7 都道府県知事は、都道府県行動計画を作成するため必要があると認めるときは、指定行

政機関の長(当該指定行政機関が合議制の機関である場合にあっては、当該指定行政機関。

以下同じ。)、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等、指定公共機関、指定地方公

共機関その他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求め

ることができる。 

8 前条第五項の規定は、都道府県行動計画の作成について準用する。 

9 第三項から前項までの規定は、都道府県行動計画の変更について準用する。 

(市町村行動計画) 

第八条 市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新型インフルエ

ンザ等対策の実施に関する計画(以下「市町村行動計画」という。)を作成するものとする。 

2 市町村行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項 
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二 市町村が実施する次に掲げる措置に関する事項 

イ 新型インフルエンザ等に関する情報の事業者及び住民への適切な方法による提供 

ロ 住民に対する予防接種の実施その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止に関

する措置 

ハ 生活環境の保全その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置 

三 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

四 新型インフルエンザ等対策の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との

連携に関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対策に関

し市町村長が必要と認める事項 

3 市町村長は、市町村行動計画を作成する場合において、他の地方公共団体と関係がある

事項を定めるときは、当該他の地方公共団体の長の意見を聴かなければならない。 

4 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、都道府県知事に報告しなければならな

い。 

5 都道府県知事は、前項の規定により報告を受けた市町村行動計画について、必要がある

と認めるときは、当該市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

6 市町村長は、市町村行動計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報告するとと

もに、公表しなければならない。 

7 第六条第五項及び前条第七項の規定は、市町村行動計画の作成について準用する。 

8 第三項から前項までの規定は、市町村行動計画の変更について準用する。 

(指定公共機関及び指定地方公共機関の業務計画) 

第九条 指定公共機関又は指定地方公共機関は、それぞれ政府行動計画又は都道府県行動計

画に基づき、その業務に関し、新型インフルエンザ等対策に関する業務計画(以下「業務

計画」という。)を作成するものとする。 

2 業務計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該指定公共機関又は指定地方公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策の内

容及び実施方法に関する事項 

二 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 

三 新型インフルエンザ等対策の実施に関する関係機関との連携に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な事項 

3 指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその業務計画を作成したときは、速や
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かに、指定公共機関にあっては当該指定公共機関を所管する指定行政機関の長を経由して

内閣総理大臣に、指定地方公共機関にあっては当該指定地方公共機関を指定した都道府県

知事に報告しなければならない。この場合において、内閣総理大臣又は都道府県知事は、

当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、必要な助言をすることができる。 

4 指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその業務計画を作成したときは、速や

かに、これを関係都道府県知事及び関係市町村長に通知するとともに、その要旨を公表し

なければならない。 

5 第七条第七項の規定は、業務計画の作成について準用する。 

6 前三項の規定は、業務計画の変更について準用する。 

(物資及び資材の備蓄等) 

第十条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並びに指定公共

機関及び指定地方公共機関(第十二条及び第五十一条において「指定行政機関の長等」と

いう。)は、政府行動計画、都道府県行動計画、市町村行動計画又は業務計画で定めると

ころにより、その所掌事務又は業務に係る新型インフルエンザ等対策の実施に必要な医薬

品その他の物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、又は新型インフルエンザ等

対策の実施に必要なその管理に属する施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければな

らない。 

(災害対策基本法の規定による備蓄との関係) 

第十一条 前条の規定による物資及び資材の備蓄と、災害対策基本法(昭和三十六年法律第

二百二十三号)第四十九条の規定による物資及び資材の備蓄とは、相互に兼ねることがで

きる。 

(訓練) 

第十二条 指定行政機関の長等は、政府行動計画、都道府県行動計画、市町村行動計画又は

業務計画で定めるところにより、それぞれ又は他の指定行政機関の長等と共同して、新型

インフルエンザ等対策についての訓練を行うよう努めなければならない。この場合におい

ては、災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練との有機的な連携が図られるよう配慮

するものとする。 

2 都道府県公安委員会は、前項の訓練の効果的な実施を図るため特に必要があると認める

ときは、政令で定めるところにより、当該訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区

間を指定して、歩行者又は車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。 

3 指定行政機関の長等は、第一項の訓練を行おうとするときは、住民その他関係のある公
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私の団体に協力を要請することができる。 

(知識の普及等) 

第十三条 国及び地方公共団体は、新型インフルエンザ等の予防及びまん延の防止に関する

知識を普及するとともに、新型インフルエンザ等対策の重要性について国民の理解と関心

を深めるため、国民に対する啓発に努めなければならない。 

第三章 新型インフルエンザ等の発生時における措置 

(新型インフルエンザ等の発生等に関する報告) 

第十四条 厚生労働大臣は、感染症法第四十四条の二第一項又は第四十四条の六第一項の規

定により新型インフルエンザ等が発生したと認めた旨を公表するときは、内閣総理大臣に

対し、当該新型インフルエンザ等の発生の状況、当該新型インフルエンザ等にかかった場

合の病状の程度その他の必要な情報の報告をしなければならない。 

(政府対策本部の設置) 

第十五条 内閣総理大臣は、前条の報告があったときは、当該報告に係る新型インフルエン

ザ等にかかった場合の病状の程度が、感染症法第六条第六項第一号に掲げるインフルエン

ザにかかった場合の病状の程度に比しておおむね同程度以下であると認められる場合を

除き、内閣法(昭和二十二年法律第五号)第十二条第四項の規定にかかわらず、閣議にかけ

て、臨時に内閣に新型インフルエンザ等対策本部(以下「政府対策本部」という。)を設置

するものとする。 

2 内閣総理大臣は、政府対策本部を置いたときは、当該政府対策本部の名称並びに設置の

場所及び期間を国会に報告するとともに、これを公示しなければならない。 

(政府対策本部の組織) 

第十六条 政府対策本部の長は、新型インフルエンザ等対策本部長(以下「政府対策本部長」

という。)とし、内閣総理大臣(内閣総理大臣に事故があるときは、そのあらかじめ指名す

る国務大臣)をもって充てる。 

2 政府対策本部長は、政府対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

3 政府対策本部に、新型インフルエンザ等対策副本部長(以下この条及び第二十条第三項に

おいて「政府対策副本部長」という。)、新型インフルエンザ等対策本部員(以下この条に

おいて「政府対策本部員」という。)その他の職員を置く。 

4 政府対策副本部長は、国務大臣をもって充てる。 

5 政府対策副本部長は、政府対策本部長を助け、政府対策本部長に事故があるときは、そ

の職務を代理する。政府対策副本部長が二人以上置かれている場合にあっては、あらかじ
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め政府対策本部長が定めた順序で、その職務を代理する。 

6 政府対策本部員は、政府対策本部長及び政府対策副本部長以外の全ての国務大臣をもっ

て充てる。この場合において、国務大臣が不在のときは、そのあらかじめ指名する副大臣

(内閣官房副長官を含む。)がその職務を代行することができる。 

7 政府対策副本部長及び政府対策本部員以外の政府対策本部の職員は、内閣官房の職員、

指定行政機関の長(国務大臣を除く。)その他の職員又は関係する指定地方行政機関の長そ

の他の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

8 新型インフルエンザ等が国内において発生した場合には、政府対策本部に、政府対策本

部長の定めるところにより政府対策本部の事務の一部を行う組織として、新型インフルエ

ンザ等現地対策本部(以下この条において「政府現地対策本部」という。)を置くことがで

きる。この場合においては、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第百五十六条第四

項の規定は、適用しない。 

9 政府対策本部長は、前項の規定により政府現地対策本部を置いたときは当該政府現地対

策本部の名称並びに設置の場所及び期間を、当該政府現地対策本部を廃止したときはその

旨を、国会に報告するとともに、これを公示しなければならない。 

10 政府現地対策本部に、新型インフルエンザ等現地対策本部長(次項及び第十二項におい

て「政府現地対策本部長」という。)及び新型インフルエンザ等現地対策本部員(同項にお

いて「政府現地対策本部員」という。)その他の職員を置く。 

11 政府現地対策本部長は、政府対策本部長の命を受け、政府現地対策本部の事務を掌理

する。 

12 政府現地対策本部長及び政府現地対策本部員その他の職員は、政府対策副本部長、政

府対策本部員その他の職員のうちから、政府対策本部長が指名する者をもって充てる。 

(政府対策本部の所掌事務) 

第十七条 政府対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 指定行政機関、地方公共団体及び指定公共機関が次条第一項に規定する基本的対処方

針に基づき実施する新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関すること。 

二 第二十条第一項及び第三十三条第一項の規定により政府対策本部長の権限に属する

事務 

三 前二号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

(基本的対処方針) 

第十八条 政府対策本部は、政府行動計画に基づき、新型インフルエンザ等への基本的な対
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処の方針(以下「基本的対処方針」という。)を定めるものとする。 

2 基本的対処方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 新型インフルエンザ等の発生の状況に関する事実 

二 当該新型インフルエンザ等への対処に関する全般的な方針 

三 新型インフルエンザ等対策の実施に関する重要事項 

3 政府対策本部長は、基本的対処方針を定めたときは、直ちに、これを公示してその周知

を図らなければならない。 

4 政府対策本部長は、基本的対処方針を定めようとするときは、あらかじめ、感染症に関

する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなければならない。ただし、

緊急を要する場合で、あらかじめ、その意見を聴くいとまがないときは、この限りでない。 

5 前二項の規定は、基本的対処方針の変更について準用する。 

(指定行政機関の長の権限の委任) 

第十九条 指定行政機関の長は、政府対策本部が設置されたときは、新型インフルエンザ等

対策の実施のため必要な権限の全部又は一部を当該政府対策本部の職員である当該指定

行政機関の職員又は当該指定地方行政機関の長若しくはその職員に委任することができ

る。 

2 指定行政機関の長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を公示しな

ければならない。 

(政府対策本部長の権限) 

第二十条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため必

要があると認めるときは、基本的対処方針に基づき、指定行政機関の長及び指定地方行政

機関の長並びに前条の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び当該指

定地方行政機関の職員、都道府県の知事その他の執行機関(以下「都道府県知事等」とい

う。)並びに指定公共機関に対し、指定行政機関、都道府県及び指定公共機関が実施する

新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことができる。 

2 前項の場合において、当該都道府県知事等及び指定公共機関は、当該都道府県又は指定

公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関して政府対策本部長が行う総合調整

に関し、政府対策本部長に対して意見を申し出ることができる。 

3 政府対策本部長は、第一項の規定による権限の全部又は一部を政府対策副本部長に委任

することができる。 

4 政府対策本部長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を公示しなけ
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ればならない。 

(政府対策本部の廃止) 

第二十一条 政府対策本部は、第十五条第一項に規定する新型インフルエンザ等にかかった

場合の病状の程度が、感染症法第六条第六項第一号に掲げるインフルエンザにかかった場

合の病状の程度に比しておおむね同程度以下であることが明らかとなったとき、又は感染

症法第四十四条の二第三項の規定による公表がされ、若しくは感染症法第五十三条第一項

の政令が廃止されたときに、廃止されるものとする。 

2 内閣総理大臣は、政府対策本部が廃止されたときは、その旨を国会に報告するとともに、

これを公示しなければならない。 

(都道府県対策本部の設置及び所掌事務) 

第二十二条 第十五条第一項の規定により政府対策本部が設置されたときは、都道府県知事

は、都道府県行動計画で定めるところにより、直ちに、都道府県対策本部を設置しなけれ

ばならない。 

2 都道府県対策本部は、当該都道府県及び当該都道府県の区域内の市町村並びに指定公共

機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等

対策の総合的な推進に関する事務をつかさどる。 

(都道府県対策本部の組織) 

第二十三条 都道府県対策本部の長は、都道府県対策本部長とし、都道府県知事をもって充

てる。 

2 都道府県対策本部に本部員を置き、次に掲げる者(道府県知事が設置するものにあっては、

第四号に掲げる者を除く。)をもって充てる。 

一 副知事 

二 都道府県教育委員会の教育長 

三 警視総監又は道府県警察本部長 

四 特別区の消防長 

五 前各号に掲げる者のほか、都道府県知事が当該都道府県の職員のうちから任命する者 

3 都道府県対策本部に副本部長を置き、前項の本部員のうちから、都道府県知事が指名す

る。 

4 都道府県対策本部長は、必要があると認めるときは、国の職員その他当該都道府県の職

員以外の者を都道府県対策本部の会議に出席させることができる。 

(都道府県対策本部長の権限) 
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第二十四条 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策

を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該都道府県及び関係市町村

並びに関係指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係る新

型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことができる。 

2 前項の場合において、関係市町村の長その他の執行機関(第三十三条第二項において「関

係市町村長等」という。)又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関は、当該関係

市町村又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域

に係る新型インフルエンザ等対策に関して都道府県対策本部長が行う総合調整に関し、当

該都道府県対策本部長に対して意見を申し出ることができる。 

3 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に

関し、指定行政機関又は指定公共機関と緊密な連絡を図る必要があると認めるときは、当

該連絡を要する事項を所管する指定地方行政機関の長(当該指定地方行政機関がないとき

は、当該指定行政機関の長)又は当該指定公共機関に対し、その指名する職員を派遣する

よう求めることができる。 

4 都道府県対策本部長は、特に必要があると認めるときは、政府対策本部長に対し、指定

行政機関及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行

うよう要請することができる。この場合において、政府対策本部長は、必要があると認め

るときは、所要の総合調整を行わなければならない。 

5 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、政府

対策本部長に対し、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必

要な情報の提供を求めることができる。 

6 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、当該

総合調整の関係機関に対し、それぞれ当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対

策の実施の状況について報告又は資料の提出を求めることができる。 

7 都道府県対策本部長は、当該都道府県警察及び当該都道府県の教育委員会に対し、当該

都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を実施するため必要な限度において、必

要な措置を講ずるよう求めることができる。 

8 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確か

つ迅速に実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長又は指定地方行政機

関の長に対し、これらの所掌事務に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な要

請をすることができる。 
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9 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確か

つ迅速に実施するため必要があると認めるときは、公私の団体又は個人に対し、その区域

に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な協力の要請をすることができる。 

(都道府県対策本部の廃止) 

第二十五条 第二十一条第一項の規定により政府対策本部が廃止されたときは、都道府県知

事は、遅滞なく、都道府県対策本部を廃止するものとする。 

(条例への委任) 

第二十六条 第二十二条から前条まで及び第三十三条第二項に規定するもののほか、都道府

県対策本部に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

(指定公共機関及び指定地方公共機関の応援の要求) 

第二十七条 指定公共機関又は指定地方公共機関は、その業務に係る新型インフルエンザ等

対策を実施するため特に必要があると認めるときは、指定行政機関の長若しくは指定地方

行政機関の長又は地方公共団体の長に対し、労務、施設、設備又は物資の確保について応

援を求めることができる。この場合において、応援を求められた指定行政機関の長及び指

定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長は、正当な理由がない限り、応援を拒んでは

ならない。 

(特定接種) 

第二十八条 政府対策本部長は、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保する

ため緊急の必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、次に掲げる措置を講ずるよ

う指示することができる。 

一 医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者で

あって厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大臣の登録を受けているもの(第三

項及び第四項において「登録事業者」という。)のこれらの業務に従事する者(厚生労働

大臣の定める基準に該当する者に限る。)並びに新型インフルエンザ等対策の実施に携

わる国家公務員に対し、臨時に予防接種を行うこと。 

二 新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対し、臨時に予防接種を行う

よう、当該地方公務員の所属する都道府県又は市町村の長に指示すること。 

2 前項の規定による指示をする場合には、政府対策本部長は、予防接種の期間を指定する

ものとする。 

3 厚生労働大臣は、第一項の規定による指示に基づき行う予防接種(以下この条及び第三十

一条において「特定接種」という。)及び同項第一号の登録の実施に関し必要があると認
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めるときは、官公署に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は登録事業

者その他の関係者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。 

4 厚生労働大臣は、特定接種及び第一項第一号の登録の円滑な実施のため必要があると認

めるときは、登録事業者、都道府県知事、市町村長及び各省各庁の長(財政法(昭和二十二

年法律第三十四号)第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう。)に対して、労務又は

施設の確保その他の必要な協力を求めることができる。この場合において、協力を求めら

れた登録事業者、都道府県知事及び市町村長は、正当な理由がない限り、協力を拒んでは

ならない。 

5 厚生労働大臣が行う特定接種は、予防接種法(昭和二十三年法律第六十八号)第六条第一

項の規定による予防接種とみなして、同法(第十二条第二項、第二十六条及び第二十七条

を除く。)の規定を適用する。この場合において、同法第七条及び第八条中「市町村長又

は都道府県知事」とあり、並びに同法第十五条第一項、第十八条及び第十九条第一項中「市

町村長」とあるのは「厚生労働大臣」と、同法第十五条第一項中「当該市町村の区域内に

居住する間に定期の予防接種等」とあるのは「その行う臨時の予防接種」と、「当該定期

の予防接種等」とあるのは「当該予防接種」と、同法第二十五条第一項中「市町村(第六

条第一項の規定による予防接種については、都道府県又は市町村)」とあり、及び同条第

二項中「市町村」とあるのは「国」とする。 

6 都道府県知事が行う特定接種は、予防接種法第六条第一項の規定による予防接種とみな

して、同法(第二十六条及び第二十七条を除く。)の規定を適用する。この場合において、

同法第十五条第一項、第十八条及び第十九条第一項中「市町村長」とあるのは「都道府県

知事」と、同法第十五条第一項中「当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種等」

とあるのは「その行う臨時の予防接種」と、「当該定期の予防接種等」とあるのは「当該

予防接種」と、同法第二十五条第一項中「市町村(第六条第一項の規定による予防接種に

ついては、都道府県又は市町村)」とあり、及び同条第二項中「市町村」とあるのは「都

道府県」とする。 

7 市町村長が行う特定接種は、予防接種法第六条第一項の規定による予防接種とみなして、

同法(第二十六条及び第二十七条を除く。)の規定を適用する。この場合において、同法第

十五条第一項中「当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種等」とあるのは「そ

の行う臨時の予防接種」と、「当該定期の予防接種等」とあるのは「当該予防接種」と、

同法第二十五条第一項中「市町村(第六条第一項の規定による予防接種については、都道

府県又は市町村)」とあるのは「市町村」とする。 
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(平二五法八・一部改正) 

（停留を行うための施設の使用） 

第二十九条 厚生労働大臣は、外国において新型インフルエンザ等が発生した場合には、発

生国（新型インフルエンザ等の発生した外国をいう。以下この項において同じ。）におけ

る新型インフルエンザ等の発生及びまん延の状況並びに我が国における検疫所の設備の

状況、検疫法（昭和二十六年法律第二百一号）第十四条第一項第二号に掲げる措置（第五

項及び次条第一項において「停留」という。）をされるべき者の増加その他の事情を勘案

し、検疫を適切に行うため必要があると認めるときは、検疫港（同法第三条に規定する検

疫港をいう。第四項において同じ。）及び検疫飛行場（同法第三条に規定する検疫飛行場

をいう。第四項において同じ。）のうち、発生国を発航し、又は発生国に寄航して来航し

ようとする船舶又は航空機（当該船舶又は航空機の内部に発生国内の地点から乗り込んだ

者がいるものに限る。第四項及び次条第二項において「特定船舶等」という。）に係る検

疫を行うべきもの（以下この条において「特定検疫港等」という。）を定めることができ

る。 

２ 厚生労働大臣は、特定検疫港等を定めようとするときは、国土交通大臣に協議するもの

とする。 

３ 厚生労働大臣は、特定検疫港等を定めたときは、遅滞なく、これを告示するものとする。 

４ 検疫所長は、特定検疫港等以外の検疫港又は検疫飛行場に、特定船舶等が来航したとき

は、特定検疫港等に回航すべき旨を指示するものとする。 

５ 特定検疫港等において検疫を行う検疫所長（第七十一条第一項において「特定検疫所長」

という。）は、特定検疫港等において検疫をされるべき者が増加し、停留を行うための施

設の不足により停留を行うことが困難であると認められる場合において、検疫を適切に行

うため必要があると認めるときであって、病院若しくは診療所若しくは宿泊施設（特定検

疫港等の周辺の区域であって、特定検疫港等からの距離その他の事情を勘案して厚生労働

大臣が指定する区域内に存するものに限る。以下この項において「特定病院等」という。）

の管理者が正当な理由がないのに検疫法第十六条第二項（同法第三十四条第一項において

準用する場合を含む。以下この項において同じ。）若しくは第三十四条の四第一項の規定

による委託を受けず、若しくは同法第十六条第二項の同意をしないとき、又は当該特定病

院等の管理者の所在が不明であるため同項若しくは同法第三十四条の四第一項の規定に

よる委託をできず、若しくは同法第十六条第二項の同意を求めることができないときは、

同項又は同法第三十四条の四第一項の規定にかかわらず、同法第十六条第二項若しくは第
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三十四条の四第一項の規定による委託をせず、又は同法第十六条第二項の同意を得ないで、

当該特定病院等を使用することができる。 

６ 第二項及び第三項の規定は、特定検疫港等の変更について準用する。 

（令二法七五・一部改正） 

(運航の制限の要請等) 

第三十条 厚生労働大臣は、前条の規定による措置を講じても停留を行うことが著しく困難

であると認められ、新型インフルエンザ等の病原体が船舶又は航空機を介して国内に侵入

することを防止できないおそれがあるときは、政府対策本部長に対し、その旨を報告しな

ければならない。 

2 政府対策本部長は、前項の規定による報告を踏まえ、新型インフルエンザ等の国内にお

ける発生を防止し、国民の生命及び健康に対する著しく重大な被害の発生並びに国民生活

及び国民経済の混乱を回避するため緊急の必要があると認めるときは、国際的な連携を確

保しつつ、特定船舶等の運航を行う事業者に対し、当該特定船舶等の来航を制限するよう

要請することができる。 

3 政府対策本部長は、前項の規定による要請をしたときは、遅滞なく、その旨を公表しな

ければならない。 

(医療等の実施の要請等) 

第三十一条 都道府県知事は、新型インフルエンザ等の患者又は新型インフルエンザ等にか

かっていると疑うに足りる正当な理由のある者(以下「患者等」という。)に対する医療の

提供を行うため必要があると認めるときは、医師、看護師その他の政令で定める医療関係

者(以下「医療関係者」という。)に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、

当該患者等に対する医療を行うよう要請することができる。 

【政令】 

(医療等の実施の要請の対象となる医療関係者等) 

第五条 法第三十一条第一項の政令で定める医療関係者は、次のとおりとする。 

一 医師 

二 歯科医師 

三 薬剤師 

四 保健師 

五 助産師 

六 看護師 
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七 准看護師 

八 診療放射線技師 

九 臨床検査技師 

十 臨床工学技士 

十一 救急救命士 

十二 歯科衛生士 

 

2 厚生労働大臣及び都道府県知事は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、医

療関係者に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、当該特定接種の実施に

関し必要な協力の要請をすることができる。 

3 医療関係者が正当な理由がないのに前二項の規定による要請に応じないときは、厚生労

働大臣及び都道府県知事は、患者等に対する医療又は特定接種(以下この条及び第六十二

条第二項において「患者等に対する医療等」という。)を行うため特に必要があると認め

るときに限り、当該医療関係者に対し、患者等に対する医療等を行うべきことを指示する

ことができる。この場合においては、前二項の事項を書面で示さなければならない。 

4 厚生労働大臣及び都道府県知事は、前三項の規定により医療関係者に患者等に対する医

療等を行うことを要請し、又は患者等に対する医療等を行うべきことを指示するときは、

当該医療関係者の生命及び健康の確保に関し十分に配慮し、危険が及ばないよう必要な措

置を講じなければならない。 

5 市町村長は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第

二項又は第三項の規定による要請又は指示を行うよう求めることができる。 

第四章 新型インフルエンザ等緊急事態措置 

第一節 通則 

(新型インフルエンザ等緊急事態宣言等) 

第三十二条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等(国民の生命及び健康に著しく重大

な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するものに限る。以下こ

の章において同じ。)が国内で発生し、その全国的かつ急速なまん延により国民生活及び

国民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれがあるものとして政令で定める要件に該

当する事態(以下「新型インフルエンザ等緊急事態」という。)が発生したと認めるときは、

新型インフルエンザ等緊急事態が発生した旨及び次に掲げる事項の公示(第五項及び第三

十四条第一項において「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」という。)をし、並びにそ
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の旨及び当該事項を国会に報告するものとする。 

一 新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間 

二 新型インフルエンザ等緊急事態措置(第四十六条の規定による措置を除く。)を実施す

べき区域 

三 新型インフルエンザ等緊急事態の概要 

【政令】 

(新型インフルエンザ等緊急事態の要件) 

第六条 法第三十二条第一項の新型インフルエンザ等についての政令で定める要件は、当該

新型インフルエンザ等にかかった場合における肺炎、多臓器不全又は脳症その他厚生労働

大臣が定める重篤である症例の発生頻度が、感染症法第六条第六項第一号に掲げるインフ

ルエンザにかかった場合に比して相当程度高いと認められることとする。 

2 法第三十二条第一項の新型インフルエンザ等緊急事態についての政令で定める要件は、

次に掲げる場合のいずれかに該当することとする。 

一 感染症法第十五条第一項又は第二項の規定による質問又は調査の結果、新型インフル

エンザ等感染症の患者(当該患者であった者を含む。)、感染症法第六条第十項に規定す

る疑似症患者若しくは同条第十一項に規定する無症状病原体保有者(当該無症状病原体

保有者であった者を含む。)、同条第九項に規定する新感染症(全国的かつ急速なまん延

のおそれのあるものに限る。)の所見がある者(当該所見があった者を含む。)、新型イン

フルエンザ等にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者(新型インフルエンザ

等にかかっていたと疑うに足りる正当な理由のある者を含む。)又は新型インフルエン

ザ等により死亡した者(新型インフルエンザ等により死亡したと疑われる者を含む。)が

新型インフルエンザ等に感染し、又は感染したおそれがある経路が特定できない場合 

二 前号に掲げる場合のほか、感染症法第十五条第一項又は第二項の規定による質問又は

調査の結果、同号に規定する者が新型インフルエンザ等を公衆にまん延させるおそれが

ある行動をとっていた場合その他の新型インフルエンザ等の感染が拡大していると疑

うに足りる正当な理由のある場合 

 

2 前項第一号に掲げる期間は、二年を超えてはならない。 

3 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等のまん延の状況並びに国民生活及び国民経済

の状況を勘案して第一項第一号に掲げる期間を延長し、又は同項第二号に掲げる区域を変

更することが必要であると認めるときは、当該期間を延長する旨又は当該区域を変更する
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旨の公示をし、及びこれを国会に報告するものとする。 

4 前項の規定により延長する期間は、一年を超えてはならない。 

5 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態宣言をした後、新型インフルエンザ

等緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認めるときは、速やかに、新型インフルエ

ンザ等緊急事態解除宣言(新型インフルエンザ等緊急事態が終了した旨の公示をいう。)を

し、及び国会に報告するものとする。 

6 政府対策本部長は、第一項又は第三項の公示をしたときは、基本的対処方針を変更し、

第十八条第二項第三号に掲げる事項として当該公示の後に必要とされる新型インフルエ

ンザ等緊急事態措置の実施に関する重要な事項を定めなければならない。 

(政府対策本部長及び都道府県対策本部長の指示) 

第三十三条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十条第一項

の総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、新型インフルエンザ等対策

を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに第十九条の規定により権限を委任さ

れた当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、都道府県知事等並びに指

定公共機関に対し、必要な指示をすることができる。この場合においては、第二十条第三

項及び第四項の規定を準用する。 

2 都道府県対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十四条第一項の

総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、当該都道府県の区域に係る新

型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、

その必要な限度において、関係市町村長等並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対

し、必要な指示をすることができる。 

(市町村対策本部の設置及び所掌事務) 

第三十四条 新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされたときは、市町村長は、市町村行動

計画で定めるところにより、直ちに、市町村対策本部を設置しなければならない。 

2 市町村対策本部は、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ

等対策の総合的な推進に関する事務をつかさどる。 

(市町村対策本部の組織) 

第三十五条 市町村対策本部の長は、市町村対策本部長とし、市町村長をもって充てる。 

2 市町村対策本部に本部員を置き、次に掲げる者をもって充てる。 

一 副市町村長 
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二 市町村教育委員会の教育長 

三 当該市町村の区域を管轄する消防長又はその指名する消防吏員(消防本部を置かない

市町村にあっては、消防団長) 

四 前三号に掲げる者のほか、市町村長が当該市町村の職員のうちから任命する者 

3 市町村対策本部に副本部長を置き、前項の本部員のうちから、市町村長が指名する。 

4 市町村対策本部長は、必要があると認めるときは、国の職員その他当該市町村の職員以

外の者を市町村対策本部の会議に出席させることができる。 

(市町村対策本部長の権限) 

第三十六条 市町村対策本部長は、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態

措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該市町村が実施する当

該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置に関する総合調整を行うこと

ができる。 

2 市町村対策本部長は、特に必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に対し、都

道府県並びに指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する新型インフルエンザ等緊急

事態措置に関する総合調整を行うよう要請することができる。この場合において、都道府

県対策本部長は、必要があると認めるときは、所要の総合調整を行わなければならない。 

3 市町村対策本部長は、特に必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に対し、指

定行政機関及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等緊急事態措置に関する第

二十四条第四項の規定による要請を行うよう求めることができる。 

4 市町村対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、都道府

県対策本部長に対し、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施

に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

5 市町村対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、当該総

合調整の関係機関に対し、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置の

実施の状況について報告又は資料の提出を求めることができる。 

6 市町村対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の区域に係る新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必要な限度において、必要な措置を講ずるよ

う求めることができる。 

7 市町村対策本部長は、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を的

確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、都道府県対策本部長に対し、当該

都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に関し必要な要請をす
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ることができる。 

(準用) 

第三十七条 第二十五条及び第二十六条の規定は、市町村対策本部について準用する。この

場合において、第二十五条中「第二十一条第一項の規定により政府対策本部が廃止された」

とあるのは「第三十二条第五項の公示がされた」と、「都道府県知事」とあるのは「市町

村長」と、第二十六条中「第二十二条から前条まで及び第三十三条第二項」とあるのは「第

三十四条から第三十六条まで及び第三十七条において読み替えて準用する第二十五条」と、

「都道府県の」とあるのは「市町村の」と読み替えるものとする。 

(特定都道府県知事による代行) 

第三十八条 その区域の全部又は一部が第三十二条第一項第二号に掲げる区域内にある市

町村(以下「特定市町村」という。)の長(以下「特定市町村長」という。)は、新型インフ

ルエンザ等のまん延により特定市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができな

くなったと認めるときは、当該特定市町村の属する都道府県(以下「特定都道府県」とい

う。)の知事(以下「特定都道府県知事」という。)に対し、当該特定市町村長が実施すべき

当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置の全部又は一部の実施

を要請することができる。 

2 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域内の特定市町村長から前項の規定による

要請を受けたときは、当該特定市町村長が実施すべき当該特定市町村の区域に係る新型イ

ンフルエンザ等緊急事態措置の全部又は一部を当該特定市町村長に代わって実施しなけ

ればならない。 

3 特定都道府県知事は、前項の規定により特定市町村長の事務の代行を開始し、又は終了

したときは、その旨を公示しなければならない。 

4 第二項の規定による特定都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

(他の地方公共団体の長等に対する応援の要求) 

第三十九条 特定都道府県の知事その他の執行機関(以下「特定都道府県知事等」という。)

は、当該特定都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必

要があると認めるときは、他の都道府県知事等に対し、応援を求めることができる。 

2 特定市町村の長その他の執行機関(以下「特定市町村長等」という。)は、当該特定市町

村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必要があると認める

ときは、他の市町村の長その他の執行機関に対し、応援を求めることができる。 

3 前二項の応援に従事する者は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施については、
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当該応援を求めた特定都道府県知事等又は特定市町村長等の指揮の下に行動するものと

する。この場合において、警察官にあっては、当該応援を求めた特定都道府県の公安委員

会の管理の下にその職権を行うものとする。 

第四十条 特定市町村長等は、当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態

措置を実施するため必要があると認めるときは、特定都道府県知事等に対し、応援を求め

ることができる。この場合において、応援を求められた特定都道府県知事等は、正当な理

由がない限り、応援を拒んではならない。 

(事務の委託の手続の特例) 

第四十一条 特定市町村は、当該特定市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措

置を実施するため必要があると認めるときは、地方自治法第二百五十二条の十四及び第二

百五十二条の十五の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、その事務又は特定市

町村長等の権限に属する事務の一部を他の地方公共団体に委託して、当該他の地方公共団

体の長等にこれを管理し、及び執行させることができる。 

(職員の派遣の要請) 

第四十二条 特定都道府県知事等又は特定市町村長等は、新型インフルエンザ等緊急事態措

置の実施のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定行政機関の長若しく

は指定地方行政機関の長又は特定指定公共機関(指定公共機関である行政執行法人(独立

行政法人通則法第二条第四項に規定する行政執行法人をいう。)をいう。以下この項及び

次条において同じ。)に対し、当該指定行政機関若しくは指定地方行政機関又は特定指定

公共機関の職員の派遣を要請することができる。 

2 その区域の全部又は一部が第三十二条第一項第二号に掲げる区域内にある地方公共団

体の委員会及び委員は、前項の規定により職員の派遣を要請しようとするときは、あらか

じめ、当該地方公共団体の長に協議しなければならない。 

3 特定市町村長等が第一項の規定による職員の派遣を要請するときは、特定都道府県知事

等を経由してするものとする。ただし、人命の保護のために特に緊急を要する場合につい

ては、この限りでない。 

(平二六法六七・一部改正) 

(職員の派遣義務) 

第四十三条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長等並びに特定

指定公共機関及び特定指定地方公共機関(指定地方公共機関である地方独立行政法人法第

二条第二項に規定する特定地方独立行政法人をいう。)は、前条第一項の規定による要請
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又は地方自治法第二百五十二条の十七第一項若しくは地方独立行政法人法第百二十四条

第一項の規定による求めがあったときは、その所掌事務又は業務の遂行に著しい支障のな

い限り、適任と認める職員を派遣しなければならない。 

(平二五法四四・一部改正) 

(職員の身分取扱い) 

第四十四条 災害対策基本法第三十二条の規定は、前条の規定により新型インフルエンザ等

緊急事態措置の実施のため派遣された職員の身分取扱いについて準用する。この場合にお

いて、同法第三十二条第一項中「災害派遣手当」とあるのは、「新型インフルエンザ等緊

急事態派遣手当」と読み替えるものとする。 

第二節 まん延の防止に関する措置 

(感染を防止するための協力要請等) 

第四十五条 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフル

エンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済

の混乱を回避するため必要があると認めるときは、当該特定都道府県の住民に対し、新型

インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間並びに発生の状況を考慮して当該特定

都道府県知事が定める期間及び区域において、生活の維持に必要な場合を除きみだりに当

該者の居宅又はこれに相当する場所から外出しないことその他の新型インフルエンザ等

の感染の防止に必要な協力を要請することができる。 

2 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等

のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を

回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒まで

の期間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間において、学校、社会福祉施設(通

所又は短期間の入所により利用されるものに限る。)、興行場(興行場法(昭和二十三年法律

第百三十七号)第一条第一項に規定する興行場をいう。)その他の政令で定める多数の者が

利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して催物を開催する者(次項において「施

設管理者等」という。)に対し、当該施設の使用の制限若しくは停止又は催物の開催の制

限若しくは停止その他政令で定める措置を講ずるよう要請することができる。 

【政令】 

(使用の制限等の要請の対象となる施設) 

第十一条 法第四十五条第二項の政令で定める多数の者が利用する施設は、次のとおりとす

る。ただし、第三号から第十四号までに掲げる施設にあっては、その建築物の床面積の合
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計が千平方メートルを超えるものに限る。 

一 学校(第三号に掲げるものを除く。) 

二 保育所、介護老人保健施設その他これらに類する通所又は短期間の入所により利用さ

れる福祉サービス又は保健医療サービスを提供する施設(通所又は短期間の入所の用に

供する部分に限る。) 

三 学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)第一条に規定する大学、同法第百二十四条

に規定する専修学校(同法第百二十五条第一項に規定する高等課程を除く。)、同法第百

三十四条第一項に規定する各種学校その他これらに類する教育施設 

四 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

五 集会場又は公会堂 

六 展示場 

七 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗(食品、医薬品、医療機器その他

衛生用品、再生医療等製品又は燃料その他生活に欠くことができない物品として厚生労

働大臣が定めるものの売場を除く。) 

八 ホテル又は旅館(集会の用に供する部分に限る。) 

九 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場 

十 博物館、美術館又は図書館 

十一 キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類する遊興施設 

十二 理髪店、質屋、貸衣装屋その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十三 自動車教習所、学習塾その他これらに類する学習支援業を営む施設 

十四 飲食店、喫茶店その他設備を設けて客に飲食をさせる営業が行われる施設（第十一

号に該当するものを除く。） 

十五 第三号から前号までに掲げる施設であって、その建築物の床面積の合計が千平方メ

ートルを超えないもののうち、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフル

エンザ等の発生の状況、動向若しくは原因又は社会状況を踏まえ、新型インフルエンザ

等のまん延を防止するため法第四十五条第二項の規定による要請を行うことが特に必

要なものとして厚生労働大臣が定めて公示するもの 

2 厚生労働大臣は、前項第十五号に掲げる施設を定めようとするときは、あらかじめ、感

染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなければならな

い。 
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【告示】 新型コロナウイルス感染症のまん延を防止するため新型インフルエンザ等対策特

別措置法第四十五条第二項の規定による要請を行うことが特に必要な施設（令和二年四月七

日厚生労働省告示 第百七十五号） 

新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)附則第一条の二

第一項の規定により新型コロナウイルス感染症(同項に規定する新型コロナウイルス感染

症をいう。)を同法第二条第一号に規定する新型インフルエンザ等とみなして新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法施行令(平成二十五年政令第百二十二号) 第十一条第一項第十

五号の規定を適用する場合においては、同号に掲げる施設は、同項第四号から第六号まで、

第九号、第十一号及び第十四号に掲げる施設であって、その建築物の床面積の合計が千平

方メートルを超えないものとする。 

 

【政令】 

(感染の防止のために必要な措置) 

第十二条 法第四十五条第二項の政令で定める措置は、次のとおりとする。 

一 新型インフルエンザ等の感染の防止のための入場者の整理 

二 発熱その他の新型インフルエンザ等の症状を呈している者の入場の禁止 

三 手指の消毒設備の設置 

四 施設の消毒 

五 マスクの着用その他の新型インフルエンザ等の感染の防止に関する措置の入場者に

対する周知 

六 前各号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフル

エンザ等の感染の防止のために必要な措置として厚生労働大臣が定めて公示するもの 

 

3 施設管理者等が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、特定都

道府県知事は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、

並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため特に必要があると認めるときに限り、

当該施設管理者等に対し、当該要請に係る措置を講ずべきことを指示することができる。 

4 特定都道府県知事は、第二項の規定による要請又は前項の規定による指示をしたときは、

遅滞なく、その旨を公表しなければならない。 

(住民に対する予防接種) 

第四十六条 政府対策本部は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエン

ザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、国民生活及び国民経済の安定が損
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なわれることのないようにするため緊急の必要があると認めるときは、基本的対処方針を

変更し、第十八条第二項第三号に掲げる重要事項として、予防接種法第六条第一項の規定

による予防接種の対象者及び期間を定めるものとする。 

2 前項の規定により予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者を定めるに

当たっては、新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に及ぼす影響並びに国民生活及

び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮するものとする。 

3 第一項の規定により基本的対処方針において予防接種法第六条第一項の規定による予

防接種の対象者及び期間が定められた場合における同法の規定の適用については、同項中

「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と、「行い、又は市町村長に行うよう指示する」

とあるのは「行う」と、同条第二項中「都道府県知事」とあるのは「都道府県知事を通じ

市町村長」と、同法第二十五条第一項中「市町村(第六条第一項の規定による予防接種に

ついては、都道府県又は市町村)」とあるのは「市町村」とする。 

4 前項に規定する場合においては、予防接種法第二十六条及び第二十七条の規定は、適用

しない。 

5 市町村長は、第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第六条第一項の規定に

よる予防接種の円滑な実施のため必要があると認めるときは、指定行政機関の長及び都道

府県知事に対して、物資の確保その他の必要な協力を求めることができる。この場合にお

いて、協力を求められた指定行政機関の長及び都道府県知事は、正当な理由がない限り、

協力を拒んではならない。 

6 第三十一条第二項から第五項までの規定は、第三項の規定により読み替えて適用する予

防接種法第六条第一項の規定による予防接種について準用する。この場合において、第三

十一条第二項から第四項までの規定中「厚生労働大臣及び都道府県知事」とあるのは、「都

道府県知事」と読み替えるものとする。 

(平二五法八・一部改正) 

第三節 医療等の提供体制の確保に関する措置 

(医療等の確保) 

第四十七条 病院その他の医療機関又は医薬品等製造販売業者(医薬品、医療機器等の品質、

有効性及び安全性の確保等に関する法律第十二条第一項の許可(医薬品の製造販売業に係

るものに限る。)又は同法第二十三条の二第一項若しくは第二十三条の二十第一項の許可

を受けた者をいう。)、医薬品等製造業者(同法第十三条第一項の許可(医薬品の製造業に係

るものに限る。)、同法第二十三条の二の三第一項の登録又は同法第二十三条の二十二第
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一項の許可を受けた者をいう。)若しくは医薬品等販売業者(同法第二十四条第一項の許可、

同法第三十九条第一項の許可(同項に規定する高度管理医療機器等の販売業に係るものに

限る。)又は同法第四十条の五第一項の許可を受けた者をいう。第五十四条第二項におい

て同じ。)である指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態

において、それぞれその業務計画で定めるところにより、医療又は医薬品、医療機器若し

くは再生医療等製品の製造若しくは販売を確保するため必要な措置を講じなければなら

ない。 

(平二五法八四・一部改正) 

(臨時の医療施設等) 

第四十八条 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域内において病院その他の医療機

関が不足し、医療の提供に支障が生ずると認める場合には、その都道府県行動計画で定め

るところにより、患者等に対する医療の提供を行うための施設(第四項において「医療施

設」という。)であって特定都道府県知事が臨時に開設するもの(以下この条及び次条にお

いて「臨時の医療施設」という。)において医療を提供しなければならない。 

2 特定都道府県知事は、必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、前項の

措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこととすることができる。 

3 消防法(昭和二十三年法律第百八十六号)第十七条第一項及び第二項の規定は、臨時の医

療施設については、適用しない。この場合において、特定都道府県知事は、同法に準拠し

て、臨時の医療施設についての消防の用に供する設備、消防用水及び消火活動上必要な施

設の設置及び維持に関する基準を定め、その他当該臨時の医療施設における災害を防止し、

及び公共の安全を確保するため必要な措置を講じなければならない。 

4 建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第八十五条第一項本文、第三項及び第四項並

びに景観法(平成十六年法律第百十号)第七十七条第一項、第三項及び第四項の規定は特定

都道府県知事が行う医療施設の応急の修繕及び臨時の医療施設の建築について、建築基準

法第八十七条の三第一項本文、第三項及び第四項の規定は特定都道府県知事が建築物の用

途を変更して臨時の医療施設として使用する場合における当該臨時の医療施設について、

それぞれ準用する。この場合において、同法第八十五条第一項中「非常災害があつた」と

あるのは「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)第三十二

条第一項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた」と、「非常災害区域

等(非常災害が発生した区域又はこれに隣接する区域で特定行政庁が指定するものをいう。

第八十七条の三第一項において同じ。)」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、同
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項及び同法第八十七条の三第一項中「その災害が発生した日」とあるのは「当該新型イン

フルエンザ等緊急事態宣言がされた日」と、同項中「非常災害があつた」とあるのは「新

型インフルエンザ等対策特別措置法第三十二条第一項の規定により新型インフルエンザ

等緊急事態宣言がされた」と、「非常災害区域等」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」

と、景観法第七十七条第一項中「非常災害があった」とあるのは「新型インフルエンザ等

対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)第三十二条第一項の規定により新型イン

フルエンザ等緊急事態宣言がされた」と、「その発生した区域又はこれに隣接する区域で

市町村長が指定するものの」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、「その災害が発

生した日」とあるのは「当該新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた日」と読み替え

るものとする。 

5 医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第四章の規定は、臨時の医療施設については、適

用しない。 

6 特定都道府県の区域内において病院を開設した者又は医療法第七条第一項に規定する

臨床研修等修了医師及び臨床研修等修了歯科医師でない者で特定都道府県の区域内にお

いて診療所を開設したものが、新型インフルエンザ等緊急事態における医療の提供を行う

ことを目的として、病床数その他同条第二項の厚生労働省令で定める事項を変更しようと

する場合については、当該医療の提供を行う期間(六月以内の期間に限る。)に限り、同項

の規定は、適用しない。 

7 前項の場合において、同項に規定する者は、当該医療の提供を開始した日から起算して

十日以内に、当該病院又は診療所の所在地の特定都道府県知事(診療所の所在地が保健所

を設置する市又は特別区の区域にある場合においては、当該保健所を設置する市の市長又

は特別区の区長)に当該変更の内容を届け出なければならない。 

(平三〇法六七・一部改正) 

(土地等の使用) 

第四十九条 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等緊

急事態措置の実施に当たり、臨時の医療施設を開設するため、土地、家屋又は物資(以下

この条及び第七十二条第一項において「土地等」という。)を使用する必要があると認め

るときは、当該土地等の所有者及び占有者の同意を得て、当該土地等を使用することがで

きる。 

2 前項の場合において土地等の所有者若しくは占有者が正当な理由がないのに同意をし

ないとき、又は土地等の所有者若しくは占有者の所在が不明であるため同項の同意を求め
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ることができないときは、特定都道府県知事は、臨時の医療施設を開設するため特に必要

があると認めるときに限り、同項の規定にかかわらず、同意を得ないで、当該土地等を使

用することができる。 

第四節 国民生活及び国民経済の安定に関する措置 

(物資及び資材の供給の要請) 

第五十条 特定都道府県知事又は特定市町村長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、

新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に当たって、その備蓄する物資又は資材が不足

し、新型インフルエンザ等緊急事態措置を的確かつ迅速に実施することが困難であると認

めるときは、特定都道府県知事にあっては指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に

対し、特定市町村長にあっては特定都道府県知事に対し、それぞれ必要な物資又は資材の

供給について必要な措置を講ずるよう要請することができる。 

(備蓄物資等の供給に関する相互協力) 

第五十一条 指定行政機関の長等は、新型インフルエンザ等緊急事態において、その備蓄す

る物資及び資材の供給に関し、相互に協力するよう努めなければならない。 

(電気及びガス並びに水の安定的な供給) 

第五十二条 電気事業者(電気事業法(昭和三十九年法律第百七十号)第二条第一項第十七号

に規定する電気事業者をいう。)及びガス事業者(ガス事業法(昭和二十九年法律第五十一

号)第二条第十二項に規定するガス事業者をいう。)である指定公共機関及び指定地方公共

機関は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその業務計画で定めるところ

により、電気及びガスを安定的かつ適切に供給するため必要な措置を講じなければならな

い。 

2 水道事業者(水道法(昭和三十二年法律第百七十七号)第三条第五項に規定する水道事業

者をいう。)、水道用水供給事業者(同項に規定する水道用水供給事業者をいう。)及び工業

用水道事業者(工業用水道事業法(昭和三十三年法律第八十四号)第二条第五項に規定する

工業用水道事業者をいう。)である地方公共団体及び指定地方公共機関は、新型インフル

エンザ等緊急事態において、それぞれその都道府県行動計画、市町村行動計画又は業務計

画で定めるところにより、水を安定的かつ適切に供給するため必要な措置を講じなければ

ならない。 

(平二六法七二・平二七法四七・一部改正) 

(運送、通信及び郵便等の確保) 

第五十三条 運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ
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等緊急事態において、それぞれその業務計画で定めるところにより、旅客及び貨物の運送

を適切に実施するため必要な措置を講じなければならない。 

2 電気通信事業者(電気通信事業法(昭和五十九年法律第八十六号)第二条第五号に規定す

る電気通信事業者をいう。)である指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフル

エンザ等緊急事態において、それぞれその業務計画で定めるところにより、通信を確保し、

及び新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な通信を優先的に取り扱うため必

要な措置を講じなければならない。 

3 郵便事業を営む者及び一般信書便事業者(民間事業者による信書の送達に関する法律(平

成十四年法律第九十九号)第二条第六項に規定する一般信書便事業者をいう。)である指定

公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれそ

の業務計画で定めるところにより、郵便及び信書便を確保するため必要な措置を講じなけ

ればならない。 

(緊急物資の運送等) 

第五十四条 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都道府県知事は、新

型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため緊急の必要があると認めるときは、指定行

政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては運送事業者である指定公共機関に対し、

特定都道府県知事にあっては運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対

し、運送すべき物資並びに運送すべき場所及び期日を示して、新型インフルエンザ等緊急

事態措置の実施に必要な物資及び資材(第三項において「緊急物資」という。)の運送を要

請することができる。 

2 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都道府県知事は、新型インフ

ルエンザ等緊急事態措置の実施のため緊急の必要があると認めるときは、指定行政機関の

長及び指定地方行政機関の長にあっては医薬品等販売業者である指定公共機関に対し、特

定都道府県知事にあっては医薬品等販売業者である指定公共機関又は指定地方公共機関

に対し、配送すべき医薬品、医療機器又は再生医療等製品並びに配送すべき場所及び期日

を示して、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な医薬品、医療機器又は再生

医療等製品の配送を要請することができる。 

3 指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前二項の規定による要請

に応じないときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定都道府県知

事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため特に必要があると認めるときに限

り、当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、緊急物資の運送又は医薬品、医療機
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器若しくは再生医療等製品の配送を行うべきことを指示することができる。この場合にお

いては、前二項の事項を書面で示さなければならない。 

(平二五法八四・一部改正) 

(物資の売渡しの要請等) 

第五十五条 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必要

があると認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資(医薬品、

食品その他の政令で定める物資に限る。)であって生産、集荷、販売、配給、保管又は輸

送を業とする者が取り扱うもの(以下「特定物資」という。)について、その所有者に対し、

当該特定物資の売渡しを要請することができる。 

【政令】 

(新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資) 

第十四条 法第五十五条第一項の政令で定める物資は、次のとおりとする。 

一 医薬品(抗インフルエンザ薬にあっては、厚生労働大臣が法第五十五条第四項の規定

により自ら同条第一項から第三項までの規定による措置を行う場合に限る。) 

二 食品 

三 医療機器その他衛生用品 

四 再生医療等製品 

五 燃料 

六 前各号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフル

エンザ等緊急事態措置の実施に必要な物資として内閣総理大臣が定めて公示するもの 

 

2 特定物資の所有者が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、特

定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため特に必要があると

認めるときに限り、当該特定物資を収用することができる。 

3 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するに当たり、特定物

資を確保するため緊急の必要があると認めるときは、当該特定物資の生産、集荷、販売、

配給、保管又は輸送を業とする者に対し、その取り扱う特定物資の保管を命ずることがで

きる。 

4 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、特定都道府県知事の行う新型インフル

エンザ等緊急事態措置を支援するため緊急の必要があると認めるとき、又は特定都道府県

知事から要請があったときは、自ら前三項の規定による措置を行うことができる。 
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(埋葬及び火葬の特例等) 

第五十六条 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ等緊急事態において、埋葬又は火葬を円

滑に行うことが困難となった場合において、公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急

の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、厚生労働大臣の定める期間に

限り、墓地、埋葬等に関する法律(昭和二十三年法律第四十八号)第五条及び第十四条に規

定する手続の特例を定めることができる。 

2 特定都道府県知事は、埋葬又は火葬を行おうとする者が埋葬又は火葬を行うことが困難

な場合において、公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があると認めるとき

は、厚生労働大臣の定めるところにより、埋葬又は火葬を行わなければならない。 

3 特定都道府県知事は、埋葬又は火葬を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令

で定めるところにより、前項の措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこと

とすることができる。 

(新型インフルエンザ等の患者等の権利利益の保全等) 

第五十七条 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法

律(平成八年法律第八十五号)第二条から第五条まで及び第七条の規定は、新型インフルエ

ンザ等緊急事態(新型インフルエンザ等が全国的かつ急速にまん延し、国民生活及び国民

経済に甚大な影響を及ぼしている場合に限る。)について準用する。この場合において、

同法第二条の見出し中「特定非常災害」とあるのは「特定新型インフルエンザ等緊急事態」

と、同条第一項中「非常災害の被害者」とあるのは「新型インフルエンザ等のまん延の影

響を受けた者」と、「法人の存立、当該非常災害により相続の承認若しくは放棄をすべき

か否かの判断を的確に行うことが困難となった者の保護、」とあるのは「法人の存立若し

くは」と、「解決若しくは当該非常災害に係る応急仮設住宅の入居者の居住の安定」とあ

るのは「解決」と、「特定非常災害として」とあるのは「特定新型インフルエンザ等緊急

事態として」と、「特定非常災害が」とあるのは「特定新型インフルエンザ等緊急事態が」

と、同項並びに同法第三条第一項、第四条第一項、第五条第一項及び第五項並びに第七条

中「特定非常災害発生日」とあるのは「特定新型インフルエンザ等緊急事態発生日」と、

同法第二条第二項、第四条第一項及び第二項、第五条第一項並びに第七条中「特定非常災

害に」とあるのは「特定新型インフルエンザ等緊急事態に」と、同法第三条第一項及び第

三項中「特定非常災害の被害者」とあるのは「特定新型インフルエンザ等緊急事態におけ

る新型インフルエンザ等のまん延の影響を受けた者」と読み替えるものとする。 

(平二五法五四・一部改正) 



40/55 

(金銭債務の支払猶予等) 

第五十八条 内閣は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等の急

速かつ広範囲なまん延により経済活動が著しく停滞し、かつ、国の経済の秩序を維持し及

び公共の福祉を確保するため緊急の必要がある場合において、国会が閉会中又は衆議院が

解散中であり、かつ、臨時会の召集を決定し、又は参議院の緊急集会を求めてその措置を

待ついとまがないときは、金銭債務の支払(賃金その他の労働関係に基づく金銭債務の支

払及びその支払のためにする銀行その他の金融機関の預金等の支払を除く。)の延期及び

権利の保存期間の延長について必要な措置を講ずるため、政令を制定することができる。 

2 災害対策基本法第百九条第三項から第七項までの規定は、前項の場合について準用する。 

(生活関連物資等の価格の安定等) 

第五十九条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長は、新型

インフルエンザ等緊急事態において、国民生活との関連性が高い物資若しくは役務又は国

民経済上重要な物資若しくは役務の価格の高騰又は供給不足が生じ、又は生ずるおそれが

あるときは、政府行動計画、都道府県行動計画又は市町村行動計画で定めるところにより、

生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律(昭和四十八年法律

第四十八号)、国民生活安定緊急措置法(昭和四十八年法律第百二十一号)、物価統制令(昭

和二十一年勅令第百十八号)その他法令の規定に基づく措置その他適切な措置を講じなけ

ればならない。 

(新型インフルエンザ等緊急事態に関する融資) 

第六十条 政府関係金融機関その他これに準ずる政令で定める金融機関は、新型インフルエ

ンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等緊急事態に関する特別な金融を行い、償

還期限又は据置期間の延長、旧債の借換え、必要がある場合における利率の低減その他実

情に応じ適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

【政令】 

(政令で定める金融機関) 

第十七条 法第六十条の政令で定める金融機関は、次のとおりとする。 

一 地方公共団体金融機構 

二 株式会社日本政策投資銀行 

三 農林中央金庫 

四 株式会社商工組合中央金庫 
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(通貨及び金融の安定) 

第六十一条 日本銀行は、新型インフルエンザ等緊急事態において、その業務計画で定める

ところにより、銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節を行うとともに、銀行その他の金

融機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を通じ、信用秩序の維持に資するため必要な

措置を講じなければならない。 

第五章 財政上の措置等 

(損失補償等) 

第六十二条 国及び都道府県は、第二十九条第五項、第四十九条又は第五十五条第二項、第

三項若しくは第四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分が行われたときは、

それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

【政令】 

(損失補償の申請手続) 

第十八条 法第六十二条第一項の規定による損失の補償を受けようとする者は、損失補償申

請書を、次の各号に掲げる処分の区分に応じ、当該各号に定める者に提出しなければなら

ない。 

一 法第二十九条第五項の規定による処分 当該処分を行った特定検疫所長 

二 法第四十九条又は第五十五条第二項若しくは第三項の規定による処分 当該処分を

行った特定都道府県知事 

三 法第五十五条第四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分 当該処分を

行った指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長 

2 前項各号に定める者は、同項の損失補償申請書を受理したときは、補償すべき損失の有

無及び損失を補償すべき場合には補償の額を決定し、遅滞なく、これを当該申請をした者

に通知しなければならない。 

3 第一項の損失補償申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 損失の補償を受けようとする者の氏名及び住所(法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地) 

二 請求額及びその明細 

三 損失の発生した日時又は期間 

四 損失の発生した区域又は場所 

五 損失の内容 
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2 国及び都道府県は、第三十一条第一項若しくは第二項(第四十六条第六項において読み替

えて準用する場合を含む。)の規定による要請に応じ、又は第三十一条第三項(第四十六条

第六項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定による指示に従って患者等に対

する医療等を行う医療関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなけ

ればならない。 

【政令】 

(実費弁償の基準) 

第十九条 法第六十二条第二項の政令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 手当は、要請に応じ、又は指示に従って医療その他の行為を行った時間に応じて支給

するものとする。 

二 前号の手当の支給額は、要請又は指示を行った者が厚生労働大臣である場合にあって

は一般職の国家公務員である医療関係者の給与を、要請又は指示を行った者が都道府県

知事である場合にあっては当該都道府県知事の統括する都道府県の常勤の職員である

医療関係者の給与を考慮して定めるものとする。 

三 一日につき八時間を超えて医療その他の行為を行ったときは、第一号の規定にかかわ

らず、その八時間を超える時間につき割増手当を、医療その他の行為を行うため一時そ

の住所又は居所を離れて旅行するときは、旅費を、それぞれ支給するものとする。 

四 前号の割増手当及び旅費の支給額は、第一号の手当の支給額を基礎とし、要請又は指

示を行った者が厚生労働大臣である場合にあっては一般職の国家公務員である医療関

係者に、要請又は指示を行った者が都道府県知事である場合にあっては当該都道府県知

事の統括する都道府県の常勤の職員である医療関係者に支給される時間外勤務手当及

び旅費の算定の例に準じて算定するものとする。 

 

3 前二項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

【政令】 

(実費弁償の申請手続) 

第二十条 法第六十二条第二項の規定による実費の弁償を受けようとする者は、実費弁償申

請書を、要請又は指示を行った厚生労働大臣又は都道府県知事に提出しなければならない。 

2 厚生労働大臣又は都道府県知事は、前項の実費弁償申請書を受理したときは、弁償すべ

き実費の有無及び実費を弁償すべき場合には弁償の額を決定し、遅滞なく、これを当該申

請をした者に通知しなければならない。 
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3 第一項の実費弁償申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 実費の弁償を受けようとする者の氏名及び住所 

二 請求額及びその明細 

三 医療その他の行為に従事した期間及び場所 

四 従事した医療その他の行為の内容 

 

(損害補償) 

第六十三条 都道府県は、第三十一条第一項の規定による要請に応じ、又は同条第三項の規

定による指示に従って患者等に対する医療の提供を行う医療関係者が、そのため死亡し、

負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、政令で定めるところに

より、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補

償しなければならない。 

【政令】 

(損害補償の額) 

第二十一条 法第六十三条第一項の規定による損害の補償の額は、災害救助法施行令中扶助

金に係る規定の例により算定するものとする。 

 

2 前項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

【政令】 

(損害補償の申請手続) 

第二十二条 法第六十三条第一項の規定による損害の補償を受けようとする者は、損害補償

申請書を、法第三十一条第一項の規定による要請又は同条第三項の規定による指示を行っ

た都道府県知事に提出しなければならない。 

2 前項の都道府県知事は、同項の損害補償申請書を受理したときは、補償すべき損害の有

無及び損害を補償すべき場合には補償の額を決定し、遅滞なく、これを当該申請をした者

に通知しなければならない。 

3 第一項の損害補償申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 損害の補償を受けようとする者の氏名及び住所 

二 負傷し、疾病にかかり、又は死亡した者の氏名及び住所 

三 負傷し、疾病にかかり、又は死亡した日時及び場所 

四 負傷、疾病又は死亡の状況 
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五 死亡した場合にあっては、遺族の状況 

 

(医薬品等の譲渡等の特例) 

第六十四条 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民生活及び国民

経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところによ

り、新型インフルエンザ等対策の実施に必要な医薬品その他の物資を無償又は時価よりも

低い対価で譲渡し、貸し付け、又は使用させることができる。 

(新型インフルエンザ等緊急事態措置等に要する費用の支弁) 

第六十五条 法令に特別の定めがある場合を除き、新型インフルエンザ等緊急事態措置その

他この法律の規定に基づいて実施する措置に要する費用は、その実施について責任を有す

る者が支弁する。 

(特定都道府県知事が特定市町村長の措置を代行した場合の費用の支弁) 

第六十六条 第三十八条第二項の規定により特定都道府県知事が特定市町村の新型インフ

ルエンザ等緊急事態措置を代行した場合において、当該特定市町村がその全部又は大部分

の事務を行うことができなくなる前に当該特定市町村の長が実施した新型インフルエン

ザ等緊急事態措置のために通常要する費用で、当該特定市町村に支弁させることが困難で

あると認められるものについては、当該特定市町村の属する特定都道府県が支弁する。 

(他の地方公共団体の長等の応援に要する費用の支弁) 

第六十七条 第三十九条第一項若しくは第二項又は第四十条の規定により他の地方公共団

体の長等の応援を受けた特定都道府県知事等の属する特定都道府県又は当該応援を受け

た特定市町村長等の属する特定市町村は、当該応援に要した費用を支弁しなければならな

い。 

2 前項の場合において、当該応援を受けた特定都道府県知事等の属する特定都道府県又は

当該応援を受けた特定市町村長等の属する特定市町村が当該費用を支弁するいとまがな

いときは、当該特定都道府県又は当該特定市町村は、当該応援をする他の地方公共団体の

長等が属する地方公共団体に対し、当該費用を一時的に立て替えて支弁するよう求めるこ

とができる。 

(特定市町村長が特定都道府県知事の措置の実施に関する事務の一部を行う場合の費用の

支弁) 

第六十八条 特定都道府県は、特定都道府県知事が第四十八条第二項又は第五十六条第三項

の規定によりその権限に属する措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこ
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ととしたときは、当該特定市町村長による当該措置の実施に要する費用を支弁しなければ

ならない。 

2 特定都道府県知事は、第四十八条第二項若しくは第五十六条第三項の規定によりその権

限に属する措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこととしたとき、又は特

定都道府県が当該措置の実施に要する費用を支弁するいとまがないときは、特定市町村に

当該措置の実施に要する費用を一時的に立て替えて支弁させることができる。 

(国等の負担) 

第六十九条 国は、第六十五条の規定により都道府県が支弁する第四十八条第一項、第五十

六条第二項、第六十二条第一項及び第二項並びに第六十三条第一項に規定する措置に要す

る費用に対して、政令で定めるところにより、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当

該各号に定める額を負担する。 

一 当該費用の総額が、第十五条第一項の規定により政府対策本部が設置された年の四月

一日の属する会計年度(次号において「当該年度」という。)における当該都道府県の標

準税収入(公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和二十六年法律第九十七号)第二

条第四項に規定する標準税収入をいう。次号において同じ。)の百分の二に相当する額

以下の場合 当該費用の総額の百分の五十に相当する額 

二 当該費用の総額が当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の二に相当す

る額を超える場合 イからハまでに掲げる額の合計額 

イ 当該費用の総額のうち当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の二の

部分の額の百分の五十に相当する額 

ロ 当該費用の総額のうち当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の二を

超え、百分の四以下の部分の額の百分の八十に相当する額 

ハ 当該費用の総額のうち当該年度における当該都道府県の標準税収入の百分の四を

超える部分の額の百分の九十に相当する額 

【政令】 

(国庫の負担) 

第二十三条 法第六十九条第一項(同条第二項において読み替えて準用する場合を含む。)の

規定による国庫の負担は、次に掲げる額について行う。 

一 法第六十五条の規定により都道府県が支弁する法第四十八条第一項及び第五十六条

第二項に規定する措置に要する費用並びに法第四十六条第三項の規定により読み替え

て適用する予防接種法第二十五条の規定により市町村が支弁する同項の規定により読
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み替えて適用する同法第六条第一項の規定による予防接種を行うために要する費用に

ついては、医師の報酬、薬品、材料、埋葬、火葬その他に要する費用として厚生労働大

臣が定める基準によって算定した額(その額が現に要した当該費用の額(その費用のた

めの寄附金があるときは、当該寄附金の額を控除した額)を超えるときは、当該費用の

額) 

二 法第六十五条の規定により都道府県が支弁する法第六十二条第一項及び第二項並び

に第六十三条第一項に規定する措置に要する費用並びに法第四十六条第三項の規定に

より読み替えて適用する予防接種法第二十五条の規定により市町村が支弁する同項の

規定により読み替えて適用する同法第六条第一項の規定による予防接種に係る同法第

十五条第一項の規定による給付に要する費用については、現に要した当該費用の額 

2 厚生労働大臣は、前項第一号に規定する基準を定めようとするときは、あらかじめ、総

務大臣及び財務大臣に協議しなければならない。 

 

2 前項の規定は、第四十六条第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第二十五

条の規定により市町村が支弁する同項の規定により読み替えて適用する同法第六条第一

項の規定による予防接種を行うために要する費用及び当該予防接種に係る同法第十五条

第一項の規定による給付に要する費用について準用する。この場合において、前項中「当

該都道府県」とあるのは「当該市町村」と、「百分の二」とあるのは「百分の一」と、同

項第二号中「百分の四」とあるのは「百分の二」と読み替えるものとする。 

3 都道府県は、第四十六条第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第二十五条

の規定により市町村が支弁する費用の額から前項において読み替えて準用する第一項の

規定により国が負担する額を控除した額に二分の一を乗じて得た額を負担する。 

(平二五法八・一部改正) 

(新型インフルエンザ等緊急事態に対処するための国の財政上の措置) 

第七十条 国は、前条に定めるもののほか、予防接種の実施その他新型インフルエンザ等緊

急事態に対処するために地方公共団体が支弁する費用に対し、必要な財政上の措置を講ず

るものとする。 

第六章 雑則 

(公用令書の交付) 

第七十一条 第二十九条第五項、第四十九条第二項並びに第五十五条第二項、第三項及び第

四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分については、特定検疫所長、特定
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都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、政令で定めるところ

により、それぞれ公用令書を交付して行わなければならない。ただし、土地の使用に際し

て公用令書を交付すべき相手方の所在が不明である場合その他の政令で定める場合にあ

っては、政令で定めるところにより事後に交付すれば足りる。 

【政令】 

(公用令書を交付すべき相手方) 

第二十四条 法第七十一条第一項の規定による公用令書の交付は、次の各号に掲げる処分の

区分に応じ、当該各号に定める者に対して行うものとする。 

一 特定病院等(法第二十九条第五項に規定する特定病院等をいう。以下この号において

同じ。)の使用 使用する特定病院等の管理者 

二 土地、家屋又は物資の使用 使用する土地、家屋又は物資の所有者及び占有者 

三 特定物資(法第五十五条第一項に規定する特定物資をいう。以下この号及び次号にお

いて同じ。)の収用 収用する特定物資の所有者及び占有者 

四 特定物資の保管命令 特定物資を保管すべき者 

(公用令書を事後に交付することができる場合) 

第二十五条 法第七十一条第一項ただし書の政令で定める場合は、次のとおりとする。 

一 次のイ又はロに掲げる処分の区分に応じ、当該イ又はロに定める場合 

イ 土地の使用 公用令書を交付すべき相手方の所在が不明である場合 

ロ 家屋又は物資の使用 使用する家屋又は物資の占有者に公用令書を交付した場合

(当該占有者が所有者と異なる場合に限る。)において、所有者の所在が不明であると

き。 

二 公用令書を交付すべき相手方が遠隔の地に居住することその他の事由により、当該相

手方に公用令書を交付して処分を行うことが著しく困難と認められる場合において、当

該相手方に公用令書の内容を通知したとき。 

(公用令書の事後交付の手続) 

第二十六条 特定検疫所長、特定都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方行政機

関の長は、前条第一号に規定する場合に該当して法第七十一条第一項ただし書の規定によ

り処分を行った場合において、公用令書を交付すべき相手方の所在を知ったときは、遅滞

なく、当該相手方に公用令書を交付するものとする。 

2 特定検疫所長、特定都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、

前条第二号に掲げる場合に該当して当該相手方に公用令書の内容を通知したときは、遅滞
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なく、当該相手方に公用令書を交付するものとする。 

(公用取消令書の交付) 

第二十七条 特定検疫所長、特定都道府県知事並びに指定行政機関の長及び指定地方行政機

関の長は、法第七十一条第一項の規定により公用令書を交付した後、当該公用令書に係る

処分の全部又は一部を取り消したときは、遅滞なく、当該公用令書を交付した者に公用取

消令書を交付しなければならない。 

(公用令書等の様式) 

第二十八条 法第七十一条第一項の公用令書には、同条第二項において準用する災害対策基

本法第八十一条第二項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載しなければならな

い。 

一 公用令書の番号 

二 公用令書の交付の年月日 

三 処分を行う特定検疫所長、特定都道府県知事又は指定行政機関の長若しくは指定地方

行政機関の長 

四 処分を行う理由 

2 前条の公用取消令書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 公用取消令書の番号 

二 公用取消令書の交付の年月日 

三 公用取消令書の交付を受ける者の氏名及び住所(法人にあっては、その名称及び主た

る事務所の所在地) 

四 取り消した処分に係る公用令書の番号及び交付の年月日 

五 取り消した処分の内容 

六 処分を取り消した特定検疫所長、特定都道府県知事又は指定行政機関の長若しくは指

定地方行政機関の長 

3 前二項に定めるもののほか、公用令書及び公用取消令書の様式は、内閣総理大臣が定め

る。 

 

2 災害対策基本法第八十一条第二項及び第三項の規定は、前項の場合について準用する。 

(立入検査等) 

第七十二条 特定都道府県知事又は指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長は、第

四十九条の規定により土地等を使用し、又は第五十五条第二項若しくは第四項の規定によ
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り特定物資を収用し、若しくは同条第三項若しくは第四項の規定により特定物資の保管を

命ずるため必要があるときは、その職員に当該土地若しくは家屋又は当該物資若しくは当

該特定物資の所在する場所若しくは当該特定物資を保管させる場所に立ち入り、当該土地、

家屋、物資又は特定物資の状況を検査させることができる。 

2 特定都道府県知事又は指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長は、第五十五条

第三項又は第四項の規定により特定物資を保管させたときは、当該保管を命じた者に対し

必要な報告を求め、又はその職員に当該特定物資を保管させてある場所に立ち入り、当該

特定物資の保管の状況を検査させることができる。 

3 前二項の規定により特定都道府県又は指定行政機関若しくは指定地方行政機関の職員

が立ち入る場合においては、当該職員は、あらかじめ、その旨をその場所の管理者に通知

しなければならない。 

4 前項の場合において、その職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提

示しなければならない。 

5 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解してはならない。 

(特別区についてのこの法律の適用) 

第七十三条 この法律(第四十八条第七項を除く。)の適用については、特別区は、市とみな

す。 

(事務の区分) 

第七十四条 この法律の規定により地方公共団体が処理することとされている事務(都道府

県警察が処理することとされているものを除く。)は、地方自治法第二条第九項第一号に

規定する第一号法定受託事務とする。 

(政令への委任) 

第七十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のための手続その他この法律の

施行に関し必要な事項は、政令で定める。 

第七章 罰則 

第七十六条 第五十五条第三項の規定による特定都道府県知事の命令又は同条第四項の規

定による指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長の命令に従わず、特定物資を隠

匿し、損壊し、廃棄し、又は搬出した者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処

する。 

第七十七条 第七十二条第一項若しくは第二項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しく
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は忌避し、又は同項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をした者は、三十万円

以下の罰金に処する。 

第七十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。 

(平成二五年政令第一二一号で平成二五年四月一三日から施行) 

（新型コロナウイルス感染症に関する特例） 

第一条の二 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイル

ス（令和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有

することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。第三項において同じ。）

については、新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律（令和二年法律

第四号。同項において「改正法」という。）の施行の日から起算して二年を超えない範囲

内において政令で定める日までの間は、第二条第一号に規定する新型インフルエンザ等と

みなして、この法律及びこの法律に基づく命令（告示を含む。）の規定を適用する。 

【政令】 

新型インフルエンザ等対策特別措置法附則第一条の二第一項の政令で定める日は、令

和四年一月三十一日とする。 

 

２ 前項の場合におけるこの法律の規定の適用については、第十四条中「とき」とあるのは、

「とき（新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有す

ることが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。）にあっては、そのまん延

のおそれが高いと認めるとき）」とする。 

３ 前項に定めるもののほか、第一項の場合において、改正法の施行前に作成された政府行

動計画、都道府県行動計画、市町村行動計画及び業務計画（以下この項において「行動計

画等」という。）に定められていた新型インフルエンザ等に関する事項は、新型コロナウ

イルス感染症を含む新型インフルエンザ等に関する事項として行動計画等に定められて
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いるものとみなす。 

(令二法四・追加) 

(検討) 

第二条 政府は、この法律の施行後適当な時期において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。 

附 則 (平成二五年三月三〇日法律第八号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、附則第六条及び第十九

条の規定は、公布の日から施行する。 

(政令への委任) 

第十九条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

附 則 (平成二五年六月一四日法律第四四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 略 

二 第一条、第五条、第七条(消防組織法第十五条の改正規定に限る。)、第九条、第十条、

第十四条(地方独立行政法人法目次の改正規定(「第六章 移行型地方独立行政法人の設

立に伴う措置(第五十九条―第六十七条)」を「／第六章 移行型地方独立行政法人の設

立に伴う措置(第五十九条―第六十七条)／第六章の二 特定地方独立行政法人から一

般地方独立行政法人への移行に伴う措置(第六十七条の二―第六十七条の七)／」に改め

る部分に限る。)、同法第八条、第五十五条及び第五十九条第一項の改正規定並びに同

法第六章の次に一章を加える改正規定を除く。)、第十五条、第二十二条(民生委員法第

四条の改正規定に限る。)、第三十六条、第四十条(森林法第七十条第一項の改正規定に

限る。)、第五十条(建設業法第二十五条の二第一項の改正規定に限る。)、第五十一条、

第五十二条(建築基準法第七十九条第一項の改正規定に限る。)、第五十三条、第六十一

条(都市計画法第七十八条第二項の改正規定に限る。)、第六十二条、第六十五条(国土利

用計画法第十五条第二項の改正規定を除く。)及び第七十二条の規定並びに次条、附則

第三条第二項、第四条、第六条第二項及び第三項、第十三条、第十四条(地方公務員等
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共済組合法(昭和三十七年法律第百五十二号)第百四十一条の二の次に二条を加える改

正規定中第百四十一条の四に係る部分に限る。)、第十六条並びに第十八条の規定 平

成二十六年四月一日 

附 則 (平成二五年六月二一日法律第五四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

(政令への委任) 

第二十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令

で定める。 

附 則 (平成二五年一一月二七日法律第八四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、附則第六十四条、第六十六条及び第百二条の規定は、公布の日か

ら施行する。 

(平成二六年政令第二六八号で平成二六年一一月二五日から施行) 

(平二五法一〇三・一部改正) 

(処分等の効力) 

第百条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律(これに基づく命令を含む。以下この

条において同じ。)の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれ

ぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、

改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。 

(平二五法一〇三・旧第九十九条繰下) 

(罰則に関する経過措置) 

第百一条 この法律の施行前にした行為及びこの法律の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 

(平二五法一〇三・旧第百条繰下) 

(政令への委任) 

第百二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置(罰則に

関する経過措置を含む。)は、政令で定める。 

(平二五法一〇三・旧第百一条繰下) 
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附 則 (平成二五年一二月一三日法律第一〇三号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 附則第十七条の規定 薬事法等の一部を改正する法律(平成二十五年法律第八十四

号)の公布の日又はこの法律の公布の日のいずれか遅い日 

(この法律の公布の日＝平成二五年一二月一三日) 

附 則 (平成二六年六月一三日法律第六七号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律(平成二十六年法律第六十

六号。以下「通則法改正法」という。)の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(施行の日＝平成二七年四月一日) 

一 附則第十四条第二項、第十八条及び第三十条の規定 公布の日 

(処分等の効力) 

第二十八条 この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律(これに基づく命

令を含む。)の規定によってした又はすべき処分、手続その他の行為であってこの法律に

よる改正後のそれぞれの法律(これに基づく命令を含む。以下この条において「新法令」

という。)に相当の規定があるものは、法律(これに基づく政令を含む。)に別段の定めのあ

るものを除き、新法令の相当の規定によってした又はすべき処分、手続その他の行為とみ

なす。 

(罰則に関する経過措置) 

第二十九条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなおその効力を有す

ることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

(その他の経過措置の政令等への委任) 

第三十条 附則第三条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、政令(人事院の所掌する事項については、人事院

規則)で定める。 

附 則 (平成二六年六月一八日法律第七二号) 抄 



54/55 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年六月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

(平成二七年政令第二六七号で平成二八年四月一日から施行) 

附 則 （平成二七年六月二四日法律第四七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一から四まで 略 

五 第二条の規定（第三号に掲げる改正規定を除く。）及び第五条の規定並びに附則第十

二条から第十五条まで、第十七条、第二十条、第二十一条、第二十二条（第六項を除く。）、

第二十三条から第二十五条まで、第二十七条（附則第二十四条第一項に係る部分に限

る。）、第二十八条（第五項を除く。）、第二十九条から第三十一条まで、第三十三条、

第三十四条、第三十六条（附則第二十二条第一項及び第二項、第二十三条第一項、第二

十四条第一項、第二十五条、第二十八条第一項及び第二項、第二十九条第一項、第三十

条第一項及び第三十一条に係る部分に限る。）、第三十七条、第三十八条、第四十一条

（第四項を除く。）、第四十二条、第四十三条、第四十五条（第四号から第六号までに

係る部分に限る。）、第四十六条（附則第四十三条及び第四十五条（第四号から第六号

までに係る部分に限る。）に係る部分に限る。）、第四十七条、第四十八条及び第七十

五条の規定、附則第七十七条中地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第三百四

十九条の三第三項及び第七百一条の三十四第三項第十七号の改正規定、附則第七十八条

第一項から第六項まで及び第七十九条から第八十二条までの規定、附則第八十三条中法

人税法（昭和四十年法律第三十四号）第四十五条第一項の改正規定（同項第二号に係る

部分に限る。）、附則第八十五条中登録免許税法別表第一第百一号の改正規定及び同表

第百四号（八）の改正規定、附則第八十七条の規定、附則第八十八条中電源開発促進税

法（昭和四十九年法律第七十九号）第二条第三号イの改正規定（「発電量調整供給」を

「電力量調整供給」に改める部分に限る。）並びに附則第九十条から第九十五条まで及

び第九十七条の規定 公布の日から起算して二年六月を超えない範囲内において政令

で定める日 

（平成二八年政令第二二九号で平成二九年四月一日から施行） 

（令二法四九・一部改正） 
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附 則 (平成三〇年六月二七日法律第六七号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。 

(令和元年政令第二九号で令和元年六月二五日から施行) 

附 則 (令和二年三月一三日法律第四号) 

この法律は、公布の日の翌日から施行する。 

附 則 （令和二年六月一二日法律第四九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中電気事業法目次の改正規定（「電気事業者」を「電気事業者等の」に、「供

給命令等」を「災害等への対応」に、「第三十三条」を「第三十四条」に、「第三十四

条」を「第三十四条の二」に改める部分に限る。）、同法第二十六条の次に二条を加え

る改正規定、同法第二十七条第一項の改正規定、同法第二十七条の十二の改正規定、同

法第二十七条の二十六第一項の改正規定、同法第二十七条の二十九の改正規定、同法第

二章第七節第一款の款名の改正規定、同法第二十八条の改正規定、同法第二十八条の四

十第五号の改正規定、同節第五款の款名の改正規定、同法第三十一条の前に見出しを付

する改正規定、同節第六款中第三十四条を第三十四条の二とする改正規定、同節第五款

に一条を加える改正規定、同法第百十九条第九号の改正規定及び同法第百二十条第四号

の改正規定、第五条の規定（第三号に掲げる改正規定を除く。）並びに第六条中電気事

業法等の一部を改正する法律附則第十六条第四項の改正規定（「第六十六条の十一」を

「第六十六条の十」に改める部分に限る。）及び同法附則第二十三条第三項の改正規定

並びに附則第六条、第七条、第九条から第十二条まで及び第二十八条の規定 公布の日 

附 則 （令和二年一二月九日法律第七五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 


